
経理財務組織おいて、データは課題となっていますか？

そうであれば、具体的に何が課題なのでしょうか？

Crunch time – 決断の時シリーズ

データと真剣に向き合う時です
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2

CFOにとって、2023年における優先事項トップ3は何でしょうか？

Deloitte, CFO Signals : 2022年第4四半期、調査は米国、カナダ、メキシコのCFO126名を対象としています。

コスト最適化 財務業績 成長戦略 経営資源の

適正配分

ファイナンス人

材育成・強化

トランスフォー

メーション*1

戦略策定

と実行

サプライ

チェーン

ITインフラ
ストラクチャー

規制への

対応

データ分析/
AI/ビジネスイ
ンテリジェンス

プロセスと

オペレーション

*1 ビジネスモデル、エンタープライズファイナンスなど

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/us/Documents/us-xa-4q22-cfo-signals-full-report-final.pdf


基本的なことだと思われるかもしれませんが、データは

極めて重要であり、異論を唱える経理財務責任者も

いないでしょう。

しかし、他の優先事項について尋ねると、コスト管理や

財務業績はもちろん、成長・人材・コンプライアンス

なども挙がります。これらの事項はCFOの時間と注意

を引き、最終的には何を求めていたかを忘れてしまい

ます。

そうです、それはデータです。

3

ここで、質問を変えてみましょう。データが十分に統制さ

れていない状況で、 他の優先事項のうちどれを獲得

することができますか？どれも獲得できません。

つまり、人々が何を実践しようと、何を説こうと、

データは本当に中心的な要素なのです。真の問題は、

データをどのように扱うかです。

データと真剣に向き合う時です。

データは経理財務組織にとって

最優先事項です。ただし…



CFOは常に、データに対して取り扱いの方法や優先順位をつける必要性があります。彼らは新しい規制への適合と透明性の要求、

急速な変化の中での機敏で効果的な意思決定をサポート、そしてビジネスサイクルが短縮され続ける中での市場や利害関係者の要

求への対応が必要です。データは、経理財務組織を常に活発に保つための採用とスキルアップの中心的な役割であり、データスキルを

持つ人材の採用や維持において、競争相手は経理財務だけでなくビジネス界全体を含んでいます。

4

経理財務組織がデータを最優先事項として扱うと、複数の側面で優れた成果を発揮できます。

他の圧力がむしろデータを優先すべき理由となります

可用性:

必要な情報を必要とする

場所かつ必要な時に提供

します。

完全性:

各接点で全体のストーリー

を伝えます。

データ詳細

健全かつ適時な意思決定

を促進するための詳細な

情報を提供します。

標準化:ソース

情報源や使用方法に関わ

らず、一貫したフォーマットと

基準を確保します。

正確性・信頼性

正確なデータだけでなく、

利害関係者が有意義である

と認識する、適切でタイムリー

な情報を提供します。

これらの要求事項に共通するのは、

手元にあるデータを使える情報に変換

する必要性です。このような包括的な

アプローチは、経理財務を組織内の

より戦略的な役割へと高めることが

できます。これらの目標を達成するに

は、ビッグデータの全体像を見極め、

管理するためにリーダーシップのコミット

メントを伴う集中的な取り組みが

必要です。



組織によっては、データを利用する

利害関係者の全容を把握していない

ところもあります。そのため、財務データ

の発生元や利用者を具体的に理解

することが基本となります。 

5

どのような種類のデータについて話しているかを明確にしましょう

経理財務組織は

どのようなデータを

使いますか？

そのデータはどこから

取得しますか？

誰がどのような目的で

使いますか？



経理財務データの軌跡

6

組織はそれぞれ異なりますが、経理財務データの軌跡を明確に理解することで、その力をより有効に活用できます。

財務データソースはどこか
何のデータを経理財務部門が利用する

か
財務データを誰が、どこで、どう利用する

か

経理財務システム

• ERP

• データウェアハウス

• 予実管理システム

• 連結会計システム

• レポーティングツール

• 税務システム

• トレジャリーシステム

• AIツール

• スプレッドシート/共有

ファイル

財務実績

• ローカルGAAP

• 国際財務報告基準

（IFRS）

• 世界統計

• 管理会計

• 税務

人事システム

サプライチェーンおよび

調達システム

商業システム

ITシステム

固定資産管理システム

ベンダー／アライアンス

システム

市場データ

（社内外）

経済指標

予測

• ローカルGAAP

• 管理

• 税務

経営陣

人事

従業員

顧客

ベンダー／サプライヤー

オペレーション

• トランザクション

• 人事

• ビジネス

• サプライチェーン

規制当局

投資家

債権者

アナリスト

取締役会
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「データと真剣に向き合う」とは

どのようなことでしょうか。

組織が01~06に該当していないか

自問してみましょう。
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本レポートはDeloitte USが発表した内容をもとに、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社が翻訳・加筆したものです。

和訳版と原文(英語)に差異が発生した場合には、原文を優先します。



先ず初めに取り組むべきことは、優先順位をつけること

ではありません。疑問がある場合は、できるだけ多くの

データを収集した後、整理し洗練させるべきです。

むしろ、急がば回れ。

速すぎることは適切ではありません。

すべてのデータを可能な限り詳細なレベルで収集する

ことは、後で問題やボトルネックとなる可能性がありま

す。特に、取り込むデータが多ければ多いほど、利益

管理単位、コスト管理単位、総勘定元帳勘定科目、

顧客、製品などの主要属性が標準化されておらず、

異なるソースから異なる形式で提供される場合、適

切なガバナンスと属性で下流システムにロードするため

の労力と帯域幅が増えます。

一貫性のない定義、製品、顧客、地理、チャネル、

事業部門など管理次元が広範に使用されると混乱

を招く可能性があります。また、現在に焦点を当てす

ぎることも、類似の問題を引き起こす可能性がありま

す。なぜなら、「現在」は「一時的」を意味する別の言

葉であり、情報と洞察を必要とするビジネスが時間と

ともに変化し、ESGなどの新しいデータ領域が将来必

要になる可能性があるからです。最終的に、最初から

データの優先順位付けに重きを置きすぎることが、

ERPからデータウェアハウスに至るまでの主要なコアテク

ノロジー投資による効率化のメリットを制限する可能

性があります。

8

今こそ、データと真剣に向き合う時です。

すべてのデータを重要視する

一貫性のない定義、製品、顧客、地理、チャネル、事業部門などの広範な

管理次元の使用は、混乱を招く可能性があります。
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ビジネスのバリュードライバーを理解し、ビジネス

戦略とパフォーマンス管理に合わせた意思決定

をサポートし、ビジネスの理解と運営を助け、リー

ダーシップを動機づけ、情報提供をするのにどの

データが、どの粒度で必要かを定義する。

さまざまなデータの利用方法に合わせて、データ

を取得し、レビューする標準化された方法を

提供する、データモデルと厳選されたデータセット

を構築する。

異なるソースからのデータを調和させ、重要な

データを特定し、それをクレンジングおよび

準備する方法を指示するために、共通の標準

とデータ階層を作成し、使用する。

データを、情報提供を目的とする下流プロ

セスの現実的な視点に整合させる。

取得、保存、保護、制御、報告などの領域で

持続的に変化するデータニーズに加え、売却や

経営構造の変更などのシナリオにも対応できる

堅牢なガバナンスを採用する。

情報の要求をパフォーマンス管理の期待値と一

致させる。そのデータは、それ以上でもそれ以下で

もなく、サポートするためのもの。

事業目標の変更による混乱
高成長企業は、単一製品への焦点から多製品、多チャンネルの事業に拡大することがあります。
これは企業成長という観点では恩恵を受けるかもしれませんが、初期段階のデータ整合性にとっては逆効果です。
既存のエンタープライズリソースプランニング (ERP) プラットフォームは、このビジネスモデルの変化に対応するように
設計されていない可能性があります。
この問題が発生した場合、大量のデータをオフラインまたはコアプラットフォーム外部で扱うことが必要になります。
分析能力は突如として効果が低下します。なぜなら、ビジネスの変化に対応できず、意思決定に重要な情報を必
要に応じて流すことができなくなるからです。

実際のところ、すべてのデータが同じ重要性を持っ

ているわけではありません。しかし、それらの利便性

は同等であるべきです。業界や業務に応じた特定

のニーズ（財務、オペレーション、サステナビリティな

ど、あなたが価値を見出すもの）を満たすべきです。

加えて、データ標準に対する先進的なアプローチは、

既存システム、将来のシステム、および統合によっ

て取得する可能性のあるシステムとの整合性を維

持するのに役立ちます。

これらの原則を適用することは、必ずしも容易では

ありません。 特に複雑な組織では、移行コストや

再構築コストが大きくなる可能性があります。

他社を買収した場合、解体し適応させるべき

既存の構造が多くあるかもしれません。 しかし、

標準化し、優先順位をつけ、将来を予測するため

の今日の作業は、将来的に報われることでしょう。
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10

経理財務業務に携わり、データソースに焦点を

当てているのであれば、経理財務という身近な領域

に注目しがちでしょう。しかし、より広い視野を持つ

ことが重要です。今日の経理財務組織は、

サプライチェーン、マーケティング、人事、外部データ

からの情報源を必要とする経営報告を扱っています。

さらに、経理財務業務の成果は、税務、制度会計、

財務計画を、事業、サプライチェーン、業務、人材

などにまたがる予測やモデルに連携させることで、

全社的な意思決定を促します。

様々なデータの流れが連携していない場合、例えば

サプライチェーンと経理財務部門のコスト管理単位の

定義や使用方法が異なる場合など、情報を洞察に

変えることは難しくなることがあります。

財務データのみに焦点を当てる

様々なデータの流れが連携していない場合、例えばサプライチェーンと経理

財務部門のコスト管理単位定義や使用方法が異なる場合など、

情報を洞察に変えることは難しくなることがあります。
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今こそ、データと真剣に向き合う時です。



経理財務に限定せずより広い視野を持つことは、

経理財務を軽視することではありません。より包括的

な範囲を対象とすることで、会計とパフォーマンス管理

が定期的なものからリアルタイムへと移行する過程で、

経理財務部門がより正確かつ効果的にパフォーマン

スを発揮できるようになります。

広い視野は、予測および予測機能の構築を促進し、

経理財務業務の流れ作業を推進役に変えるのに

寄与します。
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経営の意思決定を支援するために、財務データ

と連携して活用できる業務データを特定する。

後付けではなく、最初から税務や制度会計

に必要となる機能を計画する。

関連データを積極的に取り入れ、財務数値を

適切な文脈で提示する。例えば、損失が発

生した場合でも、競合他社よりも損失が少な

かったことを開示するなど。

経理財務以外の外部システムからデータを

統合および調整する。

ベンダー、顧客の注文、SKU、および類似ソー

スからどのようにデータが発生するか、適切な属

性とともに最初から整合する。

データの種類、ソース、および使用方法に基づ

いて、明確かつカスタマイズされた管理策を

確立する。

運用データおよび第三者データの使用に関す

る説明責任基準を策定する。

ESG、DEI、サステナビリティなど、組織に影響を

与える新たな関連データソースを探す。



データは共有アセットですが、責任を共有しているわけ

ではありません。データ標準とデータ品質の正式な所

有権が、データを効果的に管理するための鍵です。

所有権やガバナンスがないと、データの力を活用するこ

とは難しいでしょう。 また、データの所有権とプロセスの

所有権は同じものではありません。

しかし、それは一人の担当者や役割を指名して終わ

り、ということではありません。経理財務部門が使用

するデータの構成要素が異なれば、要件も異なり、

時には変革が必要な場合もあります。

そのため、データを監視する部門は、データを消費する

すべてのステークホルダーの名前を挙げることができ、

彼らが使用する信頼できる情報源を把握している必

要があります。

組織全体がデータの可視化不足による影響を強く

認識し、経理財務部門が一時的な修正に対処す

るだけではなく、根本的なデータの問題にも取り組む

必要があります。 (現状、プロセスは継続されていて

も、データの質には不安が残ります。)

一方で、データ部門以外の利用者も、データの作成

や提供プロセスを理解することが重要です。それには、

データリテラシーのトレーニングが必要であり、利用者

が自らの行動がデータに及ぼす影響を十分に把握で

きるよう支援することが重要です。この理解が不足

すると、データの有効な活用が妨げられる可能性が

あります。これは最終的にCFOの責任ですが、他の

多くの事柄と同様に、解決策は専門部門にガバナ

ンスを委任することも検討すべきです。

財務データを管理する組織がない

経理財務部門がを使用するデータの構成要素によって

要件も異なり、時には変革が必要な場合もあります。
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先進的な組織は、データ標準の定義と文書化、

データプロセスの設計、実行を含む、明確に定義

され、明確に割り当てられた責任を持つ経理財務

データ機能を確立します。また、データガバナンスの

ルールを設定する部門とデータ作成の要求を実行す

る部門を区別します。

財務に関する全データ管理部門は、明確な

責任範囲と、あらかじめ定められた規模、スコープ、

資金調達メカニズムを持つべきです。

これらは全て、CFOの直接的な管轄下にあり、広範

な企業のデータガバナンスアプローチと連携し、機能

や利害関係者を横断的に関与させることができます。
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組織の形式化と変革を支援するために、革新

的で実行可能な資金調達メカニズムを特定

し、ビジネスケースを確立する。

役割と責任およびパフォーマンスに目標と目的

に関する方針や手順を備えた、データに関する

説明責任の文化を醸成する。

特定のデータセットに責任を持つデータ管理者

を指名し、明確なガバナンス構造を定義する。

データ管理者は、要件を理解するために部門

横断的な関与やITとの連携を行うが、データに

関する意思決定を行う権限を付与されている。

データの生成と同時に管理する。

データによる決定をビジネスの理由に結び付け

る。

データのクリーンアップを一度で終わらせるので

はなく、ビジネスと歩調を合わせてデータを作成、

クレンジング、メンテナンスする継続的なアプ

ローチに考え方を転換する。

データを保存、処理、分析、報告するための適

切なツールとテクノロジーインフラストラクチャを

構築する。



経理財務部門において、データ専門家に提供する

キャリアパスが存在しない場合、データに対して真剣で

はありません。同様に、経理財務メンバーが自身の職

務を「非データ」のものと捉えている場合、より一層の

努力が求められます。

データにアクセスし、それを利用する能力は、組織

全体に浸透させるべきものです。これにより、すべての

経理財務メンバーが分析を使用する機会を見つけ出

し、洞察を得ることができるデータ能力が構築されます。

最も有能な人材にとって魅力的な部門にするため、

どのような取り組みを行っていますか？

チームメンバーに対しては、データ関連のスキル向上を

サポートするためにどのような支援を行っていますか？

そして何よりも重要なのは、その専門分野のプロフェッ

ショナルが進むべき道は明確になっていますか？

今こそ、データと真剣に向き合う時です。

「データ人材」としての経理財務の役割や
キャリアパスがない

既存の経理財務メンバーに何を提供して、

データ関連のスキルアップをできるようにしていますか?
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人材パイプラインを整備する
他の分野と同様に、経理財務は伝統的にデータ活用が遅れているとみなされています。組織は、自身のデータ人材
パイプラインを促進するのに助けが必要かもしれません。幸いなことに、高等教育の新たな焦点は、特に財務関連
データの活用におけるキャリア形成を希望する学生の支援です。 要かもしれません。幸いなことに、高等教育におけ
る新たな焦点は、特にファイナンス業界に関連するデータのキャリアを目指す学生たちを育成するための準備をしてい
ます。

データが経理財務部門の成果の中心である場合、

その遂行に関わる人材獲得は偶然に委ねるべきで

はありません。

経理財務の人材獲得を目指す場合、同じ分野の

仲間としか競争していない可能性が高いです。

一方で、データ人材獲得を目指す場合、あらゆる

分野の雇用主と競争することになります。

ビジネスの課題に対処するためのデータの

要件を把握し、そしてそのデータが人材ニーズ

およびデータの能力開発戦略にどのように

役立つのかを理解することから始める。

データ能力を経理財務内の特定の機能と

連携させるために、多分野にわたるキャリア

パスを確立する。

経理財務部門全体に影響力のある人物に

目を向け、スキルアップや知識共有を含む

内部の経理財務データ機能を強化する。

ESG報告などの業界変化に基づいて役割を

適応させるために準備する。

競争力のある報酬、福利厚生、影響力、

メンターシップ、トレーニングなどを提供する

データ担当者向けの特定の人材獲得および

維持計画を策定する。

真剣に向き合うとは
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データは資源であり、そこから得られる価値も資源で

す。では、なぜ財務データとその分析結果がERPプ

ラットフォームやエンタープライズパフォーマンス管理

(EPM)およびレポートシステムの間で紐づかないので

しょうか。

経理財務チームは、異なるシステムのデータを整理し、

一致させる必要がある場合に分析用スプレッドシー

トを使用します。つまり、事前に共通のデータ基準を

適用した標準化されたシステムがないということです。

また、組織がデータを整理していない、パフォーマンス

管理の慣行を一致させていない場合、

または経営陣向けに個別対応をしている場合に、

スプレッドシートを使用するのが一般的です。

もし、チームがスプレッドシートやスライドデッキでレポート

を作成している場合、パフォーマンス管理やデータ可視

化技術を活用していないということです。

これらの技術はERPと統合してプロセスを管理し、

時間とともに改善するように設計されています。

従来の方法には馴染みがあり、あなたのチームは

回避策として使うのに長けているかもしれませんが、

それらは回避策でしかありません。

古い方法で仕事を行うスキルを向上させても、

長期的には問題を解決しません。

今こそ、データと真剣に向き合う時です。

大半の時間をスプレッドシートに費やす

古い方法で仕事を行うスキルを向上させても、

長期的には問題を解決しません。
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効率的な組織として、データを集約、標準化、検証

し一元化することで、信頼できる情報源を作り出す

べきです。

これを達成することで、単に効率的な組織と

洞察に基づいた組織との違いを明確にすることがで

きます。経理財務組織は外れ値ではなく、その中心

にあるべきです。

それは、従来のレポートだけでなく、予測分析や

機械学習のような最先端の機能をサポートする

方法で、データを取得、整理し、使用することを

意味します。ERPのコストはおそらく10億円、

もしくはそれ以上だったでしょう。

最先端の機能が装備されていないのであれば、

あなたのレポートと洞察にその価値を加えるべき

です。

忍耐強く、時間をかけてテクノロジーを有効化

し、問題を解決する。

ERPの統合を一度に実行するのではなく、

1つずつプロセスをERPに統合し、優先順位を

付ける。

ERPの統合がよりタイムリーで有用な洞察を

提供し、ビジネスニーズから逆算して作業でき

る方法を調査する。

ソース、フォーマット、およびホスティングに関す

る決定で、データの可用性に優先順位を付け

る。

可能であれば、企業ごとに共通の一連のプロ

セスを使用して、クリーンコアなERPを維持し、

周辺システムに格納されているデータ保持方

法の明確な計画を作成する。(例:EPM、BI)
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真剣に向き合うとは



もっと。早く。豊かに。測定できるあらゆる方面で

データが増大していることは誰もが知っています。

大量のデータに対して人材を投入することは、

いつまで持続可能な対応であり続けるでしょうか。

ある一定の閾値を超えると、スケールに対応するため

には自動化に頼る必要があります。 そして、おそらく

既にその閾値を超えているでしょう。

経理財務組織は、企業の他組織と比べて新しい

テクノロジーを採用するのが遅い傾向がある、

と言うのは一般論かもしれませんが、それが業界

全体に当てはまるかどうかにかかわらず、当ては

まってはいけません。

データの作成、規制、保存、使用方法に自動化

機能を組み込むことは、人間によるガバナンスの

限界を超えて、さらなるパフォーマンスを引き出す

可能性があります。データの量とその使用方法が

増え続けているため、自動化は必要なデータの

可用性を維持するために、重要度が高まってい

ます。また、直訳的に”より多くの”データが”より

良い”データに変換されないことも事実です。

データの豊富さと、経理財務組織がトランザクシ

ョン処理と決算処理を効率的に実行できるか

どうかはトレードオフの関係にあります。

データの自動化を検討していない

データの量とその使用方法は増え続けているため、

自動化は、必要なデータの可用性を維持するための重要な鍵となっています。
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ざ

データの自動化には、詳細データ、十分な標準化

、ソースと品質の保証など、使用データに関する詳

細な知識が必要です。組織の成長に伴い、データ

を誰が所有し、どのような意思決定に活用するか

についての明確さを保つことが重要となります。

データ作成時点でチェックを統制する明確な

コントロールと、ルールを確立する機械学習

(ML) でデータ品質標準をサポートできる自己

修復データを有効にする。

AI/MLを活用したチャットボットベースのワークフ

ローとアセットを通じて、マスタデータを一貫して

管理する自己修正・自己修復テクノロジーに

投資する。これによりデータニーズに合わせて進

化する。

人間の介入とコンテキストを必要とする例外に

焦点を当てて、人間と機械の協働を可能にす

る。

データ品質を改善し、継続的に維持するための

調整と統制の仕組みをつくる。

サプライヤーマスタデータの自動化
サプライヤーのデータフローと運用ステップは、仕入先の数とレポートやデータ要件の多さに伴い増加しています。
近年プロセスは、コミュニケーション、メール、手動によるデータ入力で管理されており、データガバナンスのレベルが低い
ことが多いです。データ管理者は、手動によるデータトレースと入力に時間を取られています。

代わりに、企業全体にわたる真のサプライヤーマスタデータセットにアクセスできるデータ管理者を想像してください。
参照テンプレートやデータはすぐに利用可能であり、手動データ入力を最小限に抑えることができます。
データ管理者は、ビジネスおよび地域単位でリアルタイムにデータを検証し、企業の成果を最適化するための推奨事項を
提供できるようになります。機械学習がビジネス全体の共通点を結びつけると、データギャップの解消はもはや過去の機
能となります。
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深刻な状況とは

特に別の事業が買収された場合には、経理財務以

外の分野から代表者が必要になる可能性が高いで

しょう。

最上位レベルでは、「真剣な取り組み」は、財務デー

タの自動化とその使用の受け入れから始まります。

マネジメントと財務報告は、単にその能力に依存して

います。その先を目指すには、掘り下げられるいくつか

の方法があります。



本書には、多くの洞察があり、急いで取り組みすぎると簡単に手に

負えなくなってしまいます。目指すべきは、経理財務部門における

データ利用を進化させることであり、必要以上に混乱を引き起こす

ことではありません。

そのため、一度にすべてを取り組もうとしないでください。

常にプロセスよりもニーズを優先して対処しましょう。解決しようとしてい

るビジネス上の課題から始めます。これにより、迅速な解決と簡単

な最初の一歩につながり、全てのデータが修正されたり完璧である

べきだという分析麻痺を避けることができます。それらのニーズに対応

することで、早くリターンをもたらすだけでなく、役割、責任、および財

務データのビジョンを明確にし、後の大規模なプロジェクトでよりスム

ーズな経験を積むことにも役立ちます。

全体像
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データは資産です。データの取得と管理にはコストがかかります。その投資に対するリターンを期待するべきです。

そして当然のことながら、投資があって初めてリターンが生まれます。データはソーシングからクレンジング、

ガバナンスに至るまで、多くの場合複数のレガシーシステムを横断して統制し、活用する必要がある資産で

す。

経理財務部門は、トップダウンで北極星となるよう

なデータ戦略を持つべきです。どこに行きたいのか、

どうやってそこに辿り着くのか、コスト削減だけでなく、

ビジネスと戦略的に協力する新たな能力によって

どのようなメリットを実現できるか、を指し示します。

明確な戦略は、役割と責任を定義し、優先順位を

決定し、説明責任を確立するために必要不可欠な

基盤です。

多くの組織にとって、経理財務が機能的な役割に

加えて戦略会議に参加している場合、効果的な

データドリブン組織になることが容易になります。

この役割を担う人は、その肩書きにかかわらず、

データレイクを管理し、会社のデータ管理方針の

保管者です。この仕事にはどのような肩書きがあろう

と、データがビジネスと顧客価値を促進する方法を

熟知している人が就く必要があります。この役割は、

組織がデータに対する理解を深め、ビジネス成果に

結びつけ、効率性を向上させます。

これらのつながりを作らないのであれば、どれだけ多く

のデータを持っていても、それは単なるデータのための

データでしかないのです。

進むべき方向
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決断の時です

手作業で入力したデータを常に把握することが、財務データを把握することを意味していた時代がありました。

その後、ローカルのスプレッドシートに切り替わり、そして、サーバーまたはクラウド上でデータ共有し始めました。

財務データの進化は新しいものではなく、今まさに転換期にあるのです。

データと真剣に向き合うことは、もはや経理財務領

域において漸進的なニーズではありません。それは変

革的なニーズであり、変革が失敗する理由でもあり

ます。データは資産であり、管理され解釈されるまで

は情報、洞察、計画、意思決定に変わることはあり

ません。それを人間の規模で行うことは、簡単には

実現できません。

多くの経理財務部門にとって、データ活用は発展せ

ねばならない分野です。より多くの機会が待っている

ことを意味します。良いニュースは、そのプロセスを前

進させるのに役立つツールがこれまで以上に存在して

いることです。

データ活用の取り組みは簡単ではないでしょう。

しかし、もし財務データへの取り組みが難しくないので

あれば、データと真剣に向き合っているとは言えません。

やるべきことは目の前にあります。利点は明らかです。

向き合うべき時が来たのです。

データと真剣に向き合うことは、もはや経理財務部門において漸進的なニーズではありません。

それは変革的なニーズであり、変革が失敗する理由でもあります。
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